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行政改革について
　これまで全国の自治体で事務事業評価が行われ、多くの成果をあげて

きたが、評価の限界や弊害も語られるようになっている。本区も評価の方法
に様々な工夫を凝らしてきたが、マンネリ化の兆候が表れている。①試行と
して実施し、一定の成果を得た比較評価については、更に大きな視点からと
らえ、区の行政を横串にした評価を実施することも必要ではないか。②行政
改革を真に実効性のあるものにしていくためには、事務事業評価は今後とも
必要不可欠なものであり、様々な工夫が行われるべきと考えるが、今後どの
ように進めるのか。 　横断的な視点による評価は、極めて有効な手法で
ある。比較評価を試行した結果、コスト削減だけではなく、類似業務を行う
他の部署との情報共有が図られ、より効果的な改善があり、一定の成果があ
った。そこで本年度より、試行の結果を踏まえた事務事業評価の改善を実施
する。事務事業の類型化等を図ることで、さらに評価の精度を上げ、改善に

　１. 都区のあり方について　２. 財政について　３. 人材育成・常勤監査委員について　４. 文化行政について　５. 仮称「ヤクショップ」設置について

向けた取り組みの実効性を高めていく。今後もこれまで以上に行政改革に取
り組むことで、更なる区民サービスの向上に努めていく。

用地活用について
　保育所や特別養護老人ホームの待機者解消など、喫緊の行政需要を満

たすための用地確保は重要である。問題の解決には民間事業者の活用が必要
だが、土地や建物の確保が最大の難関と聞く。このため、区が区内の空地等
の情報を積極的に把握し、所有者と民間事業者との間を仲介したり、区が所
有者から借り受け、民間事業者に転貸するなど、用地等の確保について、積
極的に関与する手法も必要ではないか。 　本区では、保育所や特別養護
老人ホームの待機者の状況等から、施設の整備は喫緊の課題である。これま
でも、通年公募の実施や施設整備に関する補助制度の創設等、民間事業者が
進出しやすい環境整備に努めてきたが、各施設の整備に必要な条件に合致す
る土地や建物の情報を把握することが難しく、誘致可能な物件の確保が困難
な状況である。そこで、民間事業者の誘致を計画的に進めていくため、現在
までの取り組みに加え、土地や建物に関する情報収集や情報提供の方法等、区
が関与する効果的な手法について検討していく。
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かっぱ橋本通りの道路整備について
　①電線類地中化事業は、大幅にスケジュールが延びている。早期に完

成させるべきではないか。②商店街振興効果を高めるため、特色あるシンボ
リックな道路となるよう整備してはどうか。 　①関係事業者と調整を図
りながら、平成31年度の完成を目指していく。②商店街振興に資するよう、今
後も地元の意見を伺いながら進めていく。

蔵前小学校の改築について
　①仮校舎となる旧柳北小学校への通学は、距離も長くなり、安全面で

も不安がある。児童の安全確保や体力的な負担を考慮した安全策の強化が必
要ではないか。②児童の負担を考慮し、新校舎の工事期間を短縮すべきでは
ないか。また、地域の中核として多目的に使用できる施設としてはどうか。

　①登下校時の通学経路・方法等について、学校・保護者、地域関係者と
協議を進めており、今後、具体的な内容を検討していく。②工事期間は、でき
るだけ効率的な工法を踏まえながら決定していく。新校舎については、学校・
地域関係者の意見を反映し、将来必要となる施設規模の確保や、多様な学習活
動への対応など、新しい時代に即した教育環境の整備も視野に入れていく。
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生活保護について
　①就労支援の対象者には、引きこもり状態の人も多く、精神疾患や虐

待などの複雑な問題が絡み合っている場合もある。そこで、孤立社会から支
え合いの社会を目指し、心のカウンセリングやコミュニケーションなどを
中心とした、新たな就労支援、自立支援プログラムを構築してはどうか。
②保護費の適正化を着実に進めるべきではないか。 　①本区では平成19
年度より就労支援員を配置し、就労相談のほか、就労支援セミナーや意識調
査を行うなど、支援対象者の意欲に応じた、効果的な支援の実施に努めてい
る。また、本年１月に開設した「就労支援コーナーたいとう」と連携するなど、
今後は、自立支援プログラムの評価・検証を行い、他自治体の事例も参考にし
ながら、就労支援や精神保健分野への対応を一層強化し、本区の特性を踏ま
えた、きめ細やかな施策を進めていく。②受給者の方に対して、生活に関す

る変化や収入があった場合に、届け出や申告をする義務があることなど、重要
事項に関する説明を毎年行っている。また、必要に応じて、金融機関や関係先
の調査を行うなど、生活保護の適正な実施に取り組んでいる。今後も、生活保
護の適正な実施に努めていく。

旧東京北部小包集中局跡地の利用について
　本跡地については、昨年度、民間事業者からの提案を受けたが、本格

活用の決定には至っていない。そこで、各専門分野のスペシャリストによる
少数精鋭のプロジェクトチームを設置し、地域の皆様のご意見も調整しなが
ら、様々な観点から具体的な展望を示すべきではないか。 　本用地の活
用については、昨年度、民間事業者から活用に関するアイデア募集の実施、
また、周辺の町会長を構成員とする協議会での意見交換等、鋭意検討を進め
ているが、現在のところ、区の考えを取りまとめるには至っていない。今後
は、よりコンパクトな検討チームを設置し、多角的観点からの検討を進める
とともに、現在の庁内プロジェクトチームや地域との協議会と協議のうえ、
地域の活性化に資する活用について、区の考え方を取りまとめていく。
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　１. 自転車安全利用の推進について　２. 健康遊具の推進について

自転車の施策について
　①区内の駅周辺で自転車駐車場が整備されていないのは田原町駅だけ

となった。シンボルロードを整備する都との連携による、田原町駅周辺の自
転車駐車場整備について、実現への決意を伺う。②都が選定した自転車推奨
ルートの整備は、浅草周辺の更なる交通渋滞や混乱を招く可能性が推測され
る。浅草地域における総合的な交通体系の整備の推進が重要ではないか。③
自転車事故が増加し、子供が加害者になり多額の損害賠償が発生する事例も
ある。子供が賠償保険に加入する費用を区が助成してはどうか。 　①浅
草通りや民有地の活用を検討してきたが、設置可能な範囲が少ないことなど
から、実現には至っていない。今後も整備の検討を継続するとともに、田原

町駅周辺地域の放置自転車対策に努めていく。②自転車走行空間の整備方針
の検討や、観光バス対策の基本計画の策定に着手したいと考えている。浅草
地区全体の総合的な交通体系の整備については、今後研究していく。③保険
加入の促進は重要であり、23区初となる、子供を含めた賠償責任保険加入及
び点検整備の助成制度を実施する。

絆を育む親元の近居を促進する住宅施策について
　親・子供・孫の世帯が区内で近居して、家族間で支え合う住宅環境は、

地域における絆を深めると共に、世代間で助け合う子育てや介護等が可能と
なり、行政コストの削減にもつながると考える。親元での近居施策を展開す
べきではないか。 　三世代が安心して居住できる住宅の整備等に対する
助成を実施してきた。新たな住宅マスタープランでは、多世代居住の推進を掲
げている。親世帯との近居に関する住宅施策は、他区等の状況を調査し、今
後研究していく。
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一般質問とは
区の仕事全般について、区長等に報告や
説明を求めることです。

　１. オリンピック・パラリンピック開催に向けた取り組みについて　２. 総合教育会議について

◎一般質問の詳しい内容は、区議会ホームページの会議録（９月下旬発行予定）をごらんください。　アドレス　http://taito.gijiroku.com/voices/

（4）平成 27 年 7 月 20 日
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国民健康保険について
　①保険料や窓口一部負担が重すぎて、受診抑制が強まり、区民の健康

を脅かしているのではないか。②国民健康保険条例等の減免規定を生かし、
資格証明書の発行をやめるべきではないか。③国や都に対し、保険料負担の
軽減を引き続き求めるべきではないか。④保険料の値上げをしないために、区
独自に財源投入すべきではないか。⑤子ども医療費助成の対象を18歳まで拡
大する考えはないか。せめて、短期被保険者証が発行されている世帯の16歳
から18歳を対象に窓口一部負担金の減免等の対策を講じるべきではないか。

　①保険料や医療費の一部自己負担金は、法律に基づいている。支払い
が困難な方に対しては、状況を聞き必要な医療が受けられるよう対応してい
く。②資格証明書は、制度の運営上、発行が規定されている。できる限り納
付相談の機会を設け、資格証明書の発行を減らすよう努めている。③国に対
しては、全国市長会を通じて、低所得者層に対する負担軽減策の拡大・強化

を要望し、都に対しては、特別区長会を通じて、都独自の財源支援策を講じる
よう要望している。④特別区統一保険料方式を採用しており、本区独自の軽減
策は困難である。⑤18歳までの医療費の無料化については考えていない。短期
被保険者証が交付される16歳から18歳までの方について、減免規定に則り適切
に対応していく。

介護保険について
　①介護保険料を引き下げるべきではないか。②新総合事業への移行で

要支援者の介護サービスが後退し、区民や介護労働者・事業者に影響が生じ
るとの認識はあるか。③特別養護老人ホームの整備は緊急の課題と考える。区
の責任で計画的に整備を進めるべきではないか。 　①今回の改定で、被保
険者の約３割にあたる、所得が最も少ない段階の方は前年と比較して減額し
た。②新総合事業により、要支援者への訪問介護等、地域に応じたサービス
提供が可能となり、サービスの拡充につながると考えている。③施設の整備
は重要な課題であると認識しており、長期総合計画において、新たに176床
以上の整備を目標としている。民間法人への補助制度等を活用し、整備を進
めていく。
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　１. 交通対策について

　　

国立西洋美術館の世界遺産登録の
応援体制について

　世界遺産登録の実現に向けて、行政・議会・民間それぞれが独自に活
動している推進体制を一本化して取り組む必要がある。区民が一丸となった、
区民レベルでの応援体制の構築に向けての考えと、登録に向けた区長の強い
決意を伺う。 　区では、これまで地域や議会とともに国立西洋美術館の
世界遺産登録に向けて取り組んできた。更なる気運醸成を図るためには、区
民の一層力強い後押しが必要であり、引き続き、行政・議会・民間の三団体
の連携を深めながら、台東区全体として推進活動を展開していく。また、地
元自治体の長として、今後も活動の先頭に立ち、国や都、フランス大使館等
の関係機関と連携しながら、来年６月に予定される世界遺産委員会での登録
に向け、最大限の努力を傾注していく。

健康都市宣言について
　本区では、平成５年に健康都市宣言、平成19年には、これまでの自助・

公助の考え方に共助を追加した、たいとう健康都市宣言を行っている。近年、
寿命の考え方として広まっている健康寿命を延伸するためには、楽しみなが
ら継続して健康づくりを行うことが必要であり、ラジオ体操やゲートボール
などは高齢者が楽しみながら健康づくりができる上、地域コミュニティの拡
大にも最適である。地域コミュニティ全体が高齢化し縮小してきていること
もあり、健康都市宣言により健康寿命の延伸を目指すのであれば、「高齢者
健康地域コミュニティ」の再度の活性化が必要と考えるが、健康都市宣言に
ついてどのように考えているのか。 　本区では、たいとう健康都市宣言
を行い、自助・共助・公助を基本理念とした、健康たいとう21推進計画を策
定し、健康寿命の延伸を目指して、生涯を通じた健康づくりを推進している。
計画に基づき、健康推進委員や老人クラブの活動支援などを通じて、地域に
おける共助の推進のための取り組みを展開している。今後は、更に高齢者の
方々が楽しみながら継続できるという視点も取り入れ、健康都市宣言の理念
のもと、医療関係団体とも連携しながら健康づくり施策の一層の推進に努め
ていく。
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　１. 水辺空間を活かした魅力づくりについて　２. リバーサイドギャラリーについて　３. 船上レストランについて
４. 吾妻橋西詰の昭和初期の建築物に対する観光環境整備について　５. 観光バスの対策について　６. 区内産業の活性化について

　　

セクシュアル・マイノリティの課題と
教科書選定について

　①基本的人権を踏まえたセクシュアル・マイノリティに対する政治的
課題は、今後、ますます重要になってくるが、セクシュアル・マイノリティ
について、どのように考えているか。また、この問題に関する職員への研修
や学校現場での対応をどのように行うのか。②今後、本区の小・中学校の教
科書選定についても、セクシュアル・マイノリティの子供に配慮しながら、
慎重に対応すべきではないか。 　①人権尊重の観点からも、セクシュア
ル・マイノリティに対する偏見や差別をなくし、正しく理解することは重要
であると考えている。このため、職員の人権研修の中でもこの課題について
取り上げてきた。今後も、この課題への理解が深まるように研修を重ねてい
く。また、学校現場においても重要な課題であるので、引き続き教育委員会
と連携し取り組んでいく。②セクシュアル・マイノリティの当事者を含めた、

あらゆる児童・生徒が偏見や差別を受けることなく、人権が尊重される社会
の実現が大切である。教科用図書の選定にあたっては、公正かつ適正な内容
であること、児童・生徒の発達段階に即した内容であること等の観点を基に、
教科用図書を用いる児童・生徒が、その表記によって精神的な苦痛を受けた
り、社会的な挫折を経験したりすることのないよう、人権上の十分な配慮の
もと、教育委員会の責任と権限に基づいて慎重に採択を行っていく。今後と
も児童・生徒一人ひとりの人権を大切にした施策を推進していく。

小学校学区域について
　①子供の安全・安心及び地域コミュニティの核という視点から、小学

校学区域の再編が必要ではないか。②現在の学区域によって生じている小学
校の人数格差の問題にどのように取り組むのか。 　①これまで学校が培
ってきた地域との関係や歴史的経緯を十分に尊重する必要があり、保護者や
学校、地域に与える影響が大きいことを勘案すると、慎重な対応が必要であ
る。②小学校児童数の差については、適正規模適正配置の実施後、縮小され
てきた状況である。今後もより適正な教育環境を提供するため、児童生徒数
の動向や学校施設の状況を踏まえ、指定校変更や区域外就学の制限等、適切
に対応していく。
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　１. 監査制度について　２. 子育て政策について

　　

安全・安心なまちづくりについて
　①初期消火体制を強化するため、消火資器材の更なる配備と、操作方

法の習得支援の充実を行うべきではないか。②街頭防犯カメラは、他自治体
では公園内の設置例もあるが、今後の本区での対応について伺う。 　①
地域の実情に即した消火資器材の配置を推進し、操作方法を習得する機会を
増やしていく。②プライバシー保護等の課題もあるが、警察とも協議を進め

るなど、可能性を検討していく。

教育行政について
　①他区に先駆けて策定した教育大綱及び区長の目指す教育のあり方に

ついて伺う。②次世代育成支援計画に基づく事業の執行とともに、変化する
ニーズを事業運営に反映すべきではないか。 　①学校・家庭・地域の信
頼と支え合いの中での人材育成を基本とする大綱に基づき、知・徳・体の調
和がとれ、地域社会を愛し、発展に貢献できる子供たちの育成に努めていく。
②計画の具体化に取り組み、地域協議会の意見等、ニーズの把握に努め施策
の展開に活かしていく。
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つなぐプロジェクト

◎区議会の情報をインターネットで見ることができます。　アドレス　http://www.city.taito.lg.jp/index/kugikai/

平成 27 年 7 月 20 日（5）


